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海外資金送金管理運用及び課税条例(以下、本条例)は、

7月3日の立法院臨時会にて可決されました。本条例の

施行後、2年以内において個人が海外から資金の送金

を受ける場合、及び営利事業者が海外から再投資收益

の送金を受ける場合、本条例規定に基づき、特別税率

の適用及び税負担の半減優遇措置の管理運用を選択

することができます。施行日は行政院により定められま

す。関連要点は以下の通りです。

適用対象及び範囲：(第3条)

• 海外(中国を含む)から個人への資金の送金。

• 財政部の規定を満たす支配力又は重大な影響力を

持つ海外の再投資事業から営利事業者への投資收

益の送金。

資金送金への課税：(第4条及び第5条)

• 個人は戸籍所在地の税務当局に対し、営利事業者

は登記地の税務当局に対し、本条例規定の適用を

申請する。税務当局は適用対象及び範囲を満たすと

審査し、送金受入銀行へマネー・ロンダリング及びテ

ロ資金供与防止関連規定を満たすか否か問い合わ

せた後、許可する。

• 許可後、個人の海外資金、又は営利事業者に送金さ

れた再投資收益を新しく開設した外貨預金専用口座

に入金した際、送金受入銀行は税金徴収を代行する。

その適用税率は本条例施行の第1年目における送金

の場合は8%、第2年目の送金の場合は10%とする。

• 以上の課税方法は選択後、変更することは出来ない。

• 個人又は営利事業者が本条例の施行日より2年を経

過した後、資金を送金した場合、本条例は適用され

ない。

資金管理運用方法：(第6条)

• 送金後、外貨預金専用口座に入金された資金は、

「自由運用向け」、「金融投資向け」及び「規定産業へ

の投資向け」の3つに分類され、それぞれ管理運用さ

れる。

• 「自由運用向け」の資金は5%を上限とする。外貨預金

専用口座入金日より5年以内において、調査により、

不動産又は不動産証券化条例に基づき発行された

受益証券の購入に使用したことが発見された場合、

税務当局は20%の税率により差額の税金を追徴する。

• 「金融投資向け」の資金は25%を上限とする。規定の

信託専用口座又は証券全権委託専用口座に入金し、

金融監督管理委員会に認定された範囲内での金融

投資が可能である。満5年後より3年にわたって毎年

三分の一ずつ口座より引き出すことができる。当該

規定の年数を満たさずに引き出した場合、及び他の

目的に使用する又は借入・担保の対象物とする場合、

送金受入銀行は20%の税率により差額の税金徴収を

代行する。

• 「規定産業への投資向け」の資金は、経済部に投資

計画を提出し、行政院の認定範囲内の産業への投

資について許可を申請し、また認定された投資計画

のスケジュールに基づき投資しなければならない(当

該資金は、自社の生産又は営業に供する建築物の

建築又は購入に用いることができ、規定年数まで保

有することが出来る。)。

《海外資金送金管理運用及び課税条例》の可決
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または、国内のベンチャー・キャピタル又はプライ

ベート・エクイティ・ファンドを通した重要政策領域産

業への投資について経済部に許可を申請し、毎年1

月末までに前年度の投資計画の実施進捗、又は投

資状況及びベンチャー・キャピタル又はプライベート・

エクイティ・ファンドによる行政院認定範囲の重要政

策領域産業への投資状況について、経済部へ届出

なければならない。規定に基づく投資ではない、他の

目的に使用する、又は経済部への届出がない場合、

経済部は税務当局へ通報し、税務当局は20%の税率

により差額の税金を追徴する。本項の未投資資金は、

外貨預金専用口座に入金し、満5年後より3年にわ

たって毎年三分の一ずつ口座より引き出すことがで

きる。当該規定の年数を満たさずに引き出した場合、

及び他の目的に使用する又は借入・担保の対象物と

する場合、送金受入銀行は20%の税率により差額の

税金徴収を代行する。

規定産業への投資向けの税負担半減優遇措置：(第7条

及び第8条)

• 規定産業への直接投資手続：外貨預金専用口座へ

の資金入金日より1年以内に投資計画を作成し、産

業への投資の許可を申請し、許可の日より2年以内

に投資を完成しなければならない(2年間の延長が可

能)。また、投資計画の完成日より6個月以内に経済

部へ完成証明の発行を申請しなければならない。

• 規定産業への間接投資手続：外貨預金専用口座へ

の資金入金日より1年以内に、国内のベンチャー・

キャピタル又はプライベート・エクイティ・ファンドを通

した重要政策領域産業への投資について許可を申

請し、その投資期間は4年に達しなければならない。

また、投資事業又は基金による重要政策領域産業へ

の投資は、一定比率に達しなければならず、投資期

間満了の日より6個月以内に経済部へ完成証明の発

行を申請しなければならない。

• 投資手続完成後の税還付申請：完成証明の取得日

より6個月以内に税務当局へ税金の50%の還付を申

請する(即ち税率は4%又は5%となる)。
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本条例の施行による影響のまとめは以下の通りです。

• 個人の中国源泉所得を主とする海外からの資金送

金の場合、個人の中国源泉所得は海外所得に属さ

ないため、基本税額の課徴ではなく、個人総合所得

税が課徴され、その最高税率は40%である。よって本

条例の適用により、資金送金総額を一律で課税基礎

とされる不利な影響を緩和できる可能性がある。但し、

資金に対する管理運用上の制限に注意する必要が

ある。

• 個人の中国源泉所得以外の海外からの資金送金の

場合、その基本税額の課徴税率は20%である。本条

例を適用した場合の税率より高くなるものの、本条例

を適用した状況のもと、その資金用途が投資計画に

属さない不動産購入である場合、規定の年数を満た

さずに専用口座から引き出す場合、又は他の目的に

使用する又は規定に基づく経済部への投資状況の

届出を行わない場合、20%の税率で課税され、且つ選

択後、変更することは出来ない。よって本条例による

課税の適用を申請するか否か、慎重に検討しなけれ

ばならない。または財政部2019年1月31日付台財税

字第10704681060号通達に基づき、関連証明書類を

添付し、事実に基づく認定を受ける、又は規定の利

益率水準により未査定期間の所得を計算し、基本税

額を課徴するか否か検討することが出来る。

• 営利事業者への海外再投資收益の送金について、

本条例の管理運用制限を満たすか否かを判断する

ことにより、規定の特別税率及び税負担の半減優遇

措置の適用可否を検討することが出来る。

• 本条例は、被支配外国法人(CFC)税制とともに滞留

海外資金の課税に関する問題を解決するため、世界

的な租税回避防止の風潮を受け制定された過渡的

な法案であり、本条例の可決はCFC制度施行条件が

成熟化していることを表している。立法院は本条例を

可決した際、行政院が本条例の施行期間満了後1年

以内に、所得税法第43条の3(営利事業者CFC制度)

及び所得基本税額条例第12条の1(個人CFC制度)の

施行日を決定することを付帯決議とした。
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